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第１ 現状と課題 

１ 概況と意義 

電気事業は、戦後復興期の電力増強の要請に応じ、河川総合開発事業に参画して発電

所を建設、運営することにより電力確保の一旦を担うと同時に地域経済の発展に寄与し

てきました。 

その後も、ダム建設や既設ダムを活用した水力発電に積極的に取り組み、さらに風力

発電及び太陽光発電にも着手し、再生可能エネルギー拡大の取組を広げています。 

このように、地域資源である水力や風力、太陽光といった再生可能エネルギーを利用

した発電を行うことにより、当該地域におけるエネルギーの確保や安定供給に寄与して

います。 

また、地域の活性化や二酸化炭素排出量の削減による環境保全及び環境意識の啓発に

も貢献しています。 

 

２ 事業を取り巻く状況 

⑴ 再生可能エネルギー導入促進 

令和７年（2025年）２月に閣議決定された第７次エネルギー基本計画では、国を取

り巻くエネルギー情勢は、第６次同計画策定以降、大きく変化し、ロシアによるウク

ライナ侵略や中東情勢の緊迫化などの経済安全保障上の要請が高まり、ＤＸやＧＸ※11

の進展に伴う電力需要の増加が見込まれます。各国がカーボンニュートラル※12に向け

た野心的な目標を維持しつつも、多様かつ現実的なアプローチを拡大し、エネルギー

の安定供給や脱炭素化に向けたエネルギーの構造転換を、経済成長につなげるための

産業政策が強化されています。 

すぐに使える資源が乏しい我が国においては、エネルギーの安定供給と脱炭素を両

立する観点から、再生可能エネルギーを主力電源として最大限導入するとともに、特

定の電源や燃料源に過度に依存しないようバランスのとれた電源構成を目指す必要

があり、更なる再生可能エネルギーの導入が求められています。 

 

⑵ 脱炭素化への取組 

温室効果ガスの排出削減のため、県においても「島根県環境総合計画」（令和７年

３月改訂）に基づき温暖化対策と地域振興につながる再生可能エネルギーの導入に取

り組んでおり、企業局においても、この計画に沿って、再生可能エネルギーの拡大に

取り組んでいく必要があります。 

 

⑶ 施設の老朽化対応 

老朽化した施設の適切な維持管理は、安定した運用を支える重要な要素です。日々

の巡視点検や計画的な改良修繕を継続することで、施設の安全性と信頼性が確保さ

れ、長寿命化の実現とコスト削減が期待されています。 
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⑷ ＩＣＴ・デジタル化の推進 

スマート保安※13の導入は、設備の安全性向上と業務の効率化等を図るだけでなく、

社会全体の安全確保にも寄与する取組です。特に、水力発電所の保守管理では、ＡＩ
※14 やＩｏＴ※15 を活用した遠隔監視や予兆保全の導入が進められています。これらの

技術革新により、設備の安定稼働が保証され、エネルギー供給の安定的な確保や災害

時のリスク軽減が可能となります。また、スマート保安技術の推進は、労働環境の改

善や人材不足への対応にもつながっています。 

 

３ 現状 

⑴ 施設概要 

① 水力発電 

水力発電は、昭和 29年（1954年）６月に運転開始した三成発電所を始まりとし、

令和２年（2020 年）９月に運転を開始した山佐発電所まで、14 発電所、15 発電機

で発電を行っています。 

発電所の運転管理方法については、順次見直しを行い、平成 21 年（2009 年）10

月には監視制御を東部事務所に一極集中化し、経営の効率化を図っています。 

また、老朽化した発電所のリニューアル（大規模改修）と新規発電所の建設を、

平成 24年度（2012年度）に導入された再生可能エネルギーのＦＩＴ※16制度の開始

にあわせて進めた結果、令和５年度（2023年度）には全ての発電所が同制度の適用

を受けました。 
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（施設概要） 

発電所名 所在地 運転開始 

ﾘﾆｭｰｱﾙ後 

FIT 運転再開 

（FIT 移行） 

 

FIT 終期 
最大出力 

(kW) 

三成発電所 仁多郡奥出雲町 S29.6 H31.4 R21.4 3,150 

飯梨川第一発電所 安来市広瀬町 S43.4 R3.6 R23.6 3,000 

飯梨川第二発電所 安来市広瀬町 S43.11 R3.6 R23.6 1,400 

飯梨川第三発電所 安来市広瀬町 H3.4 R4.4 R24.4 270 

志津見発電所 飯石郡飯南町 H23.4 （H24.11） R13.7 1,700 

八戸川第一発電所 

(1 号機) 
江津市桜江町 S33.1 R3.4 R23.4 6,300 

(1 号機 4,999) 

(2 号機 1,500) 
八戸川第一発電所 

(2 号機) 
江津市桜江町 S57.4 H28.9 R18.9 

八戸川第二発電所 江津市桜江町 S51.4 H28.4 R18.4 2,500 

八戸川第三発電所 江津市桜江町 H12.10 R6.3 R26.3 240 

勝地発電所 江津市桜江町 H12.10 R6.2 R26.2 770 

三隅川発電所 浜田市三隅町 S36.4 R5.4 R25.4 7,900 

御部発電所 浜田市三隅町 H2.4 （R2.4） R10.5 460 

田井発電所 雲南市吉田町 S32.6 R1.12 R21.12 110 

山佐発電所 安来市広瀬町 R2.9 － R22.9 199 

大長見発電所 浜田市長見町 R1.11 － R21.11 199 

14 発電所（15 発電機）         計 27,678 
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② 風力発電 

平成 21 年（2009 年）２月に地方公共団体として当時国内最大規模となる江津高

野山風力発電所の運転を開始し、令和 11 年（2029 年）４月までＦＩＴ制度の適用

を受けます。 

 

（設備概要） 

発電所名 運転開始 
最大出力 

(kW) 
備考 

江津高野山風力発電所 H21.2 20,700 2,300kW×９基 

９基のうち１基は、突風による振動で増速機のギアが損傷したため、令和７年

（2025年）１月から休止中です。 

 

（設備稼働率※17）                    （単位：％） 

 

 

 

（設備利用率※18）                    （単位：％） 

発電所名 R2 R3 R4 R5 R6 

江津高野山風力発電所 15.9 17.1 14.1 16.5 16.1 

自然エネルギー財団の資料によると、設備利用率の中国地方平均が 20％であり、

比較すると低めに推移しています。原因は令和２年度（2020年度）７号機ブレード

取替、令和４年度（2022 年度）７号機主軸受交換、令和６年度（2024年度）６号機

主軸受交換等の故障によるものです。 

発電所名 R2 R3 R4 R5 R6 

江津高野山風力発電所 79.3 91.6 83.9 81.8 78.8 
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③ 太陽光発電 

平成 26 年（2014 年）３月に企業局最初の太陽光発電所である江津浄水場太陽光

発電所の運転を開始し、現在では、江津地域拠点工業団地、三隅港臨海工業団地及

び石見空港太陽光発電所を加えた４箇所で発電を行っています。また、全ての発電

所がＦＩＴ制度の適用を受けています。 
 

（設備概要） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（設備利用率）                          （単位：％） 

 

 

 

 

 
 

経済産業省 調達価格等算定委員会の資料によると、設備利用率の全国平均が 15

％程度であり、江津浄水場を除き概ね同水準となっています。令和４年度（2022年

度）石見空港でのケーブル絶縁不良、令和５年度（2023 年度）出力抑制※19 頻発時

には設備利用率が一時的に低下しています。 

発電所名 運転開始 FIT 終期 
最大出力 

(kW) 
備考 

江津浄水場太陽光発電所 H26.3 R16.3 430 パネル 1,848 枚 

江津地域拠点工業団地太陽光発電所 H28.3 R18.2 1,200 パネル 5,520 枚 

三隅港臨海工業団地太陽光発電所 H28.3 R18.2 1,800 パネル 7,452 枚 

石見空港太陽光発電所 H29.6 R19.6 3,490 パネル 14,336 枚 

４発電所      計 6,920  

 

発電所名 R2 R3 R4 R5 R6 

江津浄水場太陽光発電所 13.4 13.0 14.5 12.5 13.7 

江津地域拠点工業団地太陽光発電所 16.7 16.0 16.9 14.5 16.1 

三隅港臨海工業団地太陽光発電所 15.5 14.9 15.6 13.5 14.6 

石見空港太陽光発電所 15.3 14.7 13.4 13.3 14.3 
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⑵ 経営状況  

事業全体の収支状況 

                          （単位：百万円） 

区 分 R2 R3 R4 R5 R6 

収 益 2,355 3,192 3,356 4,495 4,337 

 うち発電電力料 2,105 3,051 2,885 4,192 4,037 

費 用 2,776 2,533 2,876 2,824 2,763 

当期純損益 △ 421 659 480 1,671 1,574 

 うち経常損益 △ 370 659 235 1,548 1,530 

 

① 水力発電の収支状況 

                          （単位：百万円） 

区 分 R2 R3 R4 R5 R6 

収 益 1,309 2,211 2,368 3,499 3,350 

 うち発電電力料 1,235 2,160 2,110 3,377 3,197 

費 用 1,728 1,588 1,894 1,929 1,867 

当期純損益 △ 419 623 474 1,570 1,483 

 うち経常損益 △ 400 623 350 1,538 1,494 

水力発電については、令和２年度（2020年度）に運転再開予定だった八戸川第一

発電所１号機、飯梨川第一発電所の運転開始が導水路工事内での変状対策のため、

令和３年度（2021年度）へずれ込んだこと、令和３年度は八戸川第一発電所２号機

の雷害による長期故障停止、令和４年度（2022 年度）は、渇水の影響により、収益

が下振れしましたが、全てのリニューアル工事が完了し、全発電所が稼働した令和

５年度（2023年度）からは安定した利益が得られました。 

 

② 風力発電の収支状況 

                    （単位：百万円） 

区 分 R2 R3 R4 R5 R6 

収 益 742 688 700 730 696 

 うち発電電力料 566 598 486 549 550 

費 用 806 703 733 630 655 

当期純損益 △ 64 △ 15 △ 33 100 41 

 うち経常損益 △ 32 △ 15 △ 154 9 △ 14 

令和２年度（2020 年度）は 10 月に隠岐大峯山風力発電所の民間事業者への譲渡

に伴う特別損失※20 を計上し赤字となりました。令和３年度（2021 年度）以降は江

津高野山風力発電所の修繕費が増加したため、令和３年度（2021年度）と令和４年

度（2022年度）も赤字となりました。 
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③ 太陽光発電の収支状況 

                       （単位：百万円） 

区 分 R2 R3 R4 R5 R6 

収 益 304 293 288 266 291 

 うち発電電力料 304 293 288 266 290 

費 用 242 242 249 265 240 

当期純損益 62 51 39 1 51 

 うち経常損益 62 51 39 1 51 

太陽光発電では、運転開始以降に安定した収益を計上していますが、令和５年度

（2023年度）においては修繕費の増加や出力抑制により純損益が減少しました。 

 

⑶ 施設の維持管理の状況 

・ 平成 26 年度（2014 年度）から水力発電所の老朽化対策を実施する際、ＦＩＴ制

度の適用を受けるための条件を満たした大規模改修を行いました。令和６年（2024

年度）３月には、計画した全ての水力発電所がリニューアルを完了し、運転を再開

しました。 

 その結果、長期安定的な運転が可能となったほか、出力で 840kW、電力量では効

率が上がったこともあり 2,173MWhの増電を図ることができました。これは、小規模

発電所を新規に建設した場合と同程度の効果になります。また、同制度を活用する

新規水力発電所を３地点建設し、運転を開始しました。 

・ 企業局電気工作物保安規程や施設管理基本計画に基づき、適切な維持管理や修繕

を実施し、故障発生の低減を図っています。 

・ 近年、太陽光発電で頻繁に発生している出力抑制の対策として、令和５年度（2023

年度）にオンラインで発電量を制御する装置を整備し、抑制電力量※21の削減を図り

ました。 

・ スマート保安技術を用いた保安力の維持向上・業務改善に取り組み、全ての水力

発電所及び企業局が管理する２箇所のダムへ通信基盤の構築と遠隔監視カメラの設

置を行い、施設の状況が詳細に把握出来るよう保安業務の効率化、迅速化を図りま

した。また、この通信基盤を活用したタブレット端末による巡視点検が可能になる

よう整備を進めています。 

 

４ 課題 

⑴ 施設の老朽化と維持管理 

・ オーバーホール※22工事による長期停止は売電収入の大幅な減少につながるため、

計画的な修繕と長寿命化の推進が不可欠です。加えて、資機材や人件費の上昇によ

り工事費が高騰していることから、より一層綿密な維持管理計画の策定が求められ

ています。 

・ リニューアルによって水力発電所の改修が進んだものの、ダムや導水路※23の一部

などリニューアル対象外の施設が残っており、状態監視保全を基本として必要に応

じた計画的な修繕が不可欠です。 
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・ 保安力の維持・向上や業務の効率化を図るために、これまでもスマート保安技術

を導入していますが、機器の長寿命化に向け、より積極的な取組が必要です。 

・ 水力発電は渇水の影響を受けやすいため、気象データや過去の水位変動を分析し、

精度の高い発電予測を行うことが重要です。また、渇水期に備えて貯水池の運用を

最適化し、水資源の有効活用を図るなど、より効率的な運用が求められています。 

・ 風力発電はＦＩＴ期間終了が迫る中、近年では主軸受※24などの主要設備の故障・

交換が必要となるケースが増加しています。修繕費の回収がこれまで以上に重要な

課題となっており、安定した運用を続けるためのコスト管理が求められています。 

 

⑵ 新規電源開発及び再開発 

・ 水力発電は経済性の高い地点から開発が進んでおり、候補地が奥地化しているた

め、発電コストが高くなる傾向があることから、慎重な投資判断が必要です。   

・ リニューアルを行っていない水力発電所（御部、志津見）について、ＦＩＴ期間

終了後の整備方針を検討し、決定する必要があります。  

・ 資機材や人件費の上昇や納期の長期化の影響で工事費が高騰しているため、従来

の開発手法では事業性を確保することが難しくなっており、多様な検討が必要です。  

・ 開発の財源である各種補助金の要件が厳しくなっているため、要件に柔軟かつ迅

速に対応する必要があります。 

 

⑶ 電力システム改革と安定した収益の確保 

・ ＦＩＴ期間終了後の収益確保に向け、これまで行ってきた相対契約だけでなく、

容量市場※25、ＰＰＡ※26、非化石価値※27取引※28、地域新電力※29の活用など電力取引

について検討する必要があります。また、安定した収益構造を確立するとともに、

電力の地産地消による地域貢献等についても検討する必要があります。 

 

⑷ 投資と財源確保 

・ 計画的な改良修繕のために 10 年計画を策定していますが、近年の工事費高騰に

より費用が増加しているため、計画の精度を高め、財政負担を抑える必要がありま

す。オーバーホールも資機材・人件費の高騰の影響を受けており、最適な投資判断

が求められています。 

・ 令和４年度（2022 年度）の渇水による収益減少、令和３年（2021 年）12 月の八

戸川第一発電所２号機の雷害による発電機の更新など、大規模な支出が発生するリ

スクに対応するため、長期停止を防ぐ維持管理の強化と財務面での備えが必要です。 

・ 令和６年度（2024 年度）末時点で約 160億円の借入金があり、財務の健全性を維

持するために、収入と支出のバランスを考慮しながら、計画的な内部留保資金の確

保が必要です。また、長期的な財政計画のもと、適切な配分で投資を行うことが重

要です。 
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第２ 経営目標 

これまで培った知識と経験を生かし、地域の資源である水力や風力、太陽光といった再

生可能エネルギーを利用した発電の維持・拡大に取り組みます。この取組により地域にお

けるエネルギーの確保や安定供給に取り組むとともに、二酸化炭素排出量の削減を目指し

ます。また、得られた利益は、経営基盤の安定を図るとともに、県政課題の解決に活用し

ます。 

 

１ 電力の安定供給 

発電施設の適切な維持管理を行うことにより、電力を安定して供給します。 

風力発電及び太陽光発電については、ＦＩＴ期間終了までの運転を見込み、供給電力

量及び二酸化炭素削減量を設定しています。 

 

２ 故障停止時間の縮減 

巡視、点検等による設備の状態把握に努め、適切な改良修繕等を行い、故障停止時間

の縮減に努めます。 

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

（水力） 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220

（風力） 8,000 8,000 8,000

（太陽光） 300 300 300 300 300 300 300 300 240 240

発電施設故障停止
（時間）

 

 

３ 新規電源開発及び既設発電所リニューアル等による脱炭素化の推進 

再生可能エネルギーを利用した発電の拡大に取り組みます。 

令和 17 年度（2035年度）までに、２地点程度での新規開発に取り組みます。 

また、リニューアル及びダム運用の効率化等により更なる増電を目指します。 

 

４  経営の健全性  

ＦＩＴ制度により一定の利益は見込まれるものの、業務の効率化やコスト

削減を考慮した維持管理を行い、県民生活に不可欠な電力の安定供給を行い

ます。 

経常収支比率※ 30 は 100％を目指します。  

 

５ 適正な利益の確保と活用 

安定供給で得られた利益で経営基盤の安定を図ります。また、利益を県政課題の解決

に活用することで地域社会に貢献します。 

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

計 162,926 162,926 161,272 137,921 137,921 143,406 143,406 143,406 142,969 142,641

（水力発電） 130,018 130,018 128,364 129,658 129,658 135,143 135,143 135,143 135,143 135,143

（風力発電） 24,645 24,645 24,645

（太陽光発電） 8,263 8,263 8,263 8,263 8,263 8,263 8,263 8,263 7,826 7,498

供給電力量
（MWh）

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

計 84,800 84,800 84,000 71,900 71,900 74,700 74,700 74,700 74,500 74,300

（水力発電） 67,700 67,700 66,900 67,600 67,600 70,400 70,400 70,400 70,400 70,400

（風力発電） 12,800 12,800 12,800

（太陽光発電） 4,300 4,300 4,300 4,300 4,300 4,300 4,300 4,300 4,100 3,900

再生可能エネル
ギーを利用した発

電による○

ＣＯ２削減量

（トン）
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第３ 具体的な取組 

１ 電力の安定供給 

⑴ 施設の適切な維持管理 

日常及び定期点検を行い、常に施設の状態を把握することで、異常の早期発見と適

切な修繕等につなげ、事故や故障の未然防止を図ります。また、故障などが発生した

場合には、迅速な復旧に努めます。 

 

⑵ 発電施設の長寿命化 

施設の保守・点検、修繕の指針として基本的な考え方を取りまとめた「施設管理基

本計画」に基づき、発電施設の長寿命化に努めます。 

 

⑶ スマート保安 

保安力の維持・向上を目指すとともに業務の効率化・省力化を図るため、これまで

もスマート保安技術を導入してきましたが、更なる施設の安定稼働、長寿命化に向け

て、これからも積極的に取り組んでいきます。 

 

⑷ オーバーホール周期及び修繕内容の最適化 

オーバーホールについて、時間計画保全※31 から状態監視保全※32 への変更検討や修

繕内容、方法の最適化に取り組みます。なお、ＦＩＴ期間中に発電所を長期停止する

ことは大きな収入減に繋がることから、ＦＩＴ期間終了後の実施を検討します。 

 

２ 故障停止時間の縮減 

⑴ 消耗部品の適切な交換 

風力発電については、故障による停止時間が長くなる傾向があるため、消耗部品の

状態を適切に把握して早期の交換に努める等、更なる故障停止時間の縮減に取り組み

ます。 

また、水力発電や太陽光発電において費用対効果を意識した部品の保有に取り組み

ます。 

 

３ 新規電源開発及び既設発電所リニューアル等による脱炭素化の推進 

⑴  開発手法の見直し 

工事費が高騰しているため、これまでの知識と経験を生かしながら、設備の一体化

や簡素化など、多様な視点での新規電源開発の検討を行います。 

また、国が推進する水力発電と治水機能の強化を両立させたハイブリッドダムの取

組において、これまで全国で公募された３か所のうち、尾原ダム水力発電施設設置・

運営に関し、事業候補者に特定されたことにより、発電施設建設に取り組みます。 
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⑵ 既設発電所リニューアルの検討 

ＦＩＴ制度の適用を受けている発電所のうち、リニューアルを実施していない発電

所について、御部発電所は令和 10 年度（2028 年度）までにリニューアル完了を目指

します。 

また、志津見発電所は、リニューアルを実施した場合の事業の採算性に課題がある

ため、ＦＩＴ期間終了後の収益確保に向けて継続検討していきます。 

 

⑶ 発電所の増電検討 

水力発電所は、洪水後期放流の一時的貯留など、ダム運用の更なる効率化による増

電を図り、カーボンニュートラルに寄与するよう取り組みます。 

 

⑷ ＦＩＴ期間終了後のあり方検討 

風力発電及び太陽光発電については、ＦＩＴ期間終了後に事業を継続する場合は、

改めて地元の理解を得る必要があります。 

再生可能エネルギーの導入を促進する上で、風力発電については、民間企業への施

設譲渡の可能性について検討を進めています。また、太陽光発電については、発電施

設の長寿命化を図りながら、収益確保に努めていきます。 

 

⑸ 財源の確保 

開発財源の一部である各種補助金の補助要件が厳しくなっているため、有利な財源

の情報を収集しつつ、事業に必要な財源の確保に努めます。 

 

４ 経営の健全性 

全発電所がＦＩＴ制度の適用を受け、今後 15 年間程度は利益が確保される見込みで

すが、運営にあたってはコスト意識を持ちながら、安定した電力供給に努めます。 

 

５ 適正な利益の確保と活用 

ＦＩＴ制度によって得られる利益は、再生可能エネルギーを政策的に普及促進するた

め、電気料金に賦課金が上乗せされ、電気を利用する県民はじめ国民負担によって成り

立っています。このため、その利益は、今後の電気事業に必要な整備費等を確保した上

で、県政課題の解決など県民サービスに還元するという考えのもとで一般会計に繰り出

しています。 

現在、再生可能エネルギーの利用促進や、島根かみあり国スポ・全スポの施設整備の

財源の一部に活用されています。このほか、石見地域の主要な産業基盤である企業局が

運営する工業団地について、産業振興を推進するために、企業に立地候補の対象として

もらえるよう、現行の分譲単価の範囲内に単価を抑制する取組に必要な補助財源として

も活用する予定です。 

なお、利益剰余金※33の処分には、議会の議決を要するため、その都度、利益剰余金の

全体の使途の考え方や、その時点における経営状況等を説明し、支援の必要性の判断を

受け、最終的には予算審議を経て実施します。 
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年度
区分

143 77 48 59 53 60 52 70 59 53 675

282 267 271 0 0 0 0 0 0 0 820

7 13 9 9 6 6 6 6 6 12 79

432 357 329 68 58 65 58 76 65 66 1,575

風力

太陽光

計

R14 R15 R17 合計

水力

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R16

第４ 投資・財政計画 

１ 投資計画 

⑴ 建設改良費 

水力発電の主たる投資項目として、御部発電所リニューアルや尾原ダム水力発電施

設設置の工事費及び発電設備を安定的に運転するために必要な建設改良費を計上して

います。 

 

⑵ 修繕費 

発電設備の機能を安定的に維持していくために必要な整備費を見込んでいます。 

水力発電は、リニューアルに合わせて関連の修繕工事を実施したことにより、施設

の健全性は概ね維持されており、修繕費は低減しています。 

風力発電は、ＦＩＴ期間終了を見据えながら必要な修繕を実施します。 

 

＜建設改良費＞                           （単位：百万円） 

 

＜主な建設改良工事＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜修繕費＞                              （単位：百万円） 

 

年度 施設名 工事概要 

R9～R10  制御設備 水力発電所集中監視制御システム更新 

R9～R10 御部 発電設備更新 

R10～R12 尾原 発電設備・建屋・土木設備新設 

R11～R12  飯梨川第二 配電盤取替 

R13 石見空港太陽光 パワーコンディショナー更新 

 

 

 

年度
区分

159 131 1,048 25 2,130 13 18 67 27 14 3,634

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 4 0 0 90 100 4 0 0 0 197

159 134 1,048 25 2,220 113 22 67 27 14 3,831

R17 合計

水力

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

風力

太陽光

計
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２ 財政計画 

⑴ 収益的収支 

① 収益 

収益は、令和５年度（2023年度）末時点で全ての発電所がＦＩＴ制度適用となり、

順調に運転をしていることから、毎年度 34億円以上を計上しています。 

② 費用 

費用は、令和 11 年度（2029 年度）までは江津高野山風力発電所の修繕費等によ

り毎年度約 25～29億円を計上していますが、江津高野山風力発電所の運転をＦＩＴ

期間終了までと見込むと、令和 12年度（2030 年度）以降は 20億円程度に低減しま

す。 

③ 収支 

ＦＩＴ制度による安定した運転により、今後の 10 年間の収支は概ね毎年度 10 数

億円の利益を確保できる見込みです。 

 

⑴  資本的収支 

①  収入 

基本的に建設改良費は自己資金で対応しますが、尾原ダム水力発電施設設置は企

業債も含めた対応を予定しています。また、令和 8、11、12年度（2026、2029、2030

年度）には企業債※34の借換を予定しています。 

② 支出 

今後 10 年間で約 42 億円の建設改良工事を見込んでいるほか、過年度に発行した

企業債の償還を計上しています。 

③ 収支 

毎年度７～26億円の不足が見込まれますが、この不足分については、損益勘定留

保資金※35等により補填します。 

 

⑶ 資金収支 

資金収支は、水力発電所のリニューアルが完了し概ね毎年度 10数億円以上の利益を

確保できることから、現金残高は増加していく見込みです。 

このうちから、事業に必要な経費を確保した上で、一般会計に繰り出し、県政課題

の解決に活用していきます。 

 

⑷ 企業債残高 

建設改良費の財源は前述のとおり自己資金により対応を予定しており、残高は減少

していく見込みです。 
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＜収益的収支＞                             （単位：百万円） 

年度

区分

電気事業収益 4,074 4,001 3,928 3,597 3,469 3,548 3,508 3,507 3,502 3,494

営業収益 3,943 3,941 3,895 3,484 3,442 3,521 3,483 3,483 3,483 3,476

うち発電電力料 3,936 3,932 3,886 3,475 3,433 3,512 3,474 3,474 3,474 3,467

営業外収益 131 61 32 30 26 26 25 24 19 18

うち他会計補助金 5 4 4 4 4 4 4 4 4 4

うち長期前受金戻入益 111 56 27 25 22 22 21 20 14 13

特別利益 0 0 1 83 0 0 0 0 0 0

電気事業費用 2,849 2,538 2,786 2,909 2,124 2,288 2,244 2,238 2,124 2,043

営業費用 2,787 2,485 2,737 2,566 2,060 2,145 2,119 2,124 2,024 1,952

うち人件費 587 568 568 560 559 563 563 563 563 563

うち修繕費 432 357 329 68 58 65 58 76 65 66

うち減価償却費 1,140 966 883 882 865 934 922 918 844 784

営業外費用 62 53 49 45 64 143 125 113 101 91

うち企業債利息 56 51 46 42 62 113 103 92 80 70

特別損失 0 0 0 299 0 0 0 0 0 0

純損益 1,225 1,463 1,142 688 1,344 1,260 1,264 1,270 1,377 1,451

R16 R17R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

 

 

＜資本的収支＞                             （単位：百万円） 

資本的収入計 486 5 5 1,024 2,525 0 0 0 0 0

482 0 0 1,019 2,525 0 0 0 0 0

うち他会計借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 5 5 5 0 0 0 0 0 0

資本的支出計 2,689 1,403 2,545 2,227 5,170 1,529 990 1,017 711 686

175 148 1,153 28 2,442 124 24 74 30 16

1,598 1,251 1,387 2,194 2,722 1,400 962 938 676 665

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 2,203 △ 1,399 △ 2,541 △ 1,203 △ 2,645 △ 1,529 △ 990 △ 1,017 △ 711 △ 686

補てん財源計 2,203 1,399 2,541 1,203 2,645 1,529 990 1,017 711 686

2,187 1,385 2,436 1,200 2,423 1,518 988 1,010 708 685

16 13 105 3 222 11 2 7 3 1

R16
区分

年度

うち企業債

うちその他

うち建設改良費

うち企業債償還金

うち他会計借入金償還金

収支

損益勘定留保資金

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R17

消費税資本的収支調整額  

 

＜資金収支＞                              （単位：百万円） 

2,304 2,399 2,323 1,790 2,257 2,217 2,194 2,197 2,235 2,250

△ 2,187 △ 1,385 △ 2,436 △ 1,200 △ 2,423 △ 1,518 △ 988 △ 1,010 △ 708 △ 685

117 1,014 △ 113 590 △ 166 700 1,206 1,187 1,527 1,566

4,792 5,806 5,693 6,283 6,117 6,816 8,022 9,209 10,736 12,302

３条資金収支

４条資金収支

総資金収支

期末現金残高

年度

区分
R17R8 R9 R10 R11 R16R12 R13 R14 R15

 

 

＜借入金＞                               （単位：百万円） 

借入金残高 13,238 11,988 10,601 9,427 9,229 7,830 6,868 5,930 5,254 4,589

企業債残高 13,238 11,988 10,601 9,427 9,229 7,830 6,868 5,930 5,254 4,589

他会計借入金残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

年度

区分
R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

 
 

※36 

※37 

※38 

※39 
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＜貸借対照表＞                             （単位：百万円） 

20,318 19,475 19,545 18,686 19,840 19,009 18,107 17,249 16,430 15,659

流動資産 6,025 7,162 7,626 8,502 7,151 7,382 8,544 9,451 10,947 13,497

26,344 26,637 27,171 27,189 26,992 26,392 26,650 26,700 27,377 29,156

12,156 10,905 9,518 8,344 8,147 6,747 5,786 4,848 4,172 3,506

1,251 1,387 2,194 2,722 1,400 962 938 676 665 1,671

591 536 508 483 462 440 420 400 386 373

13,998 12,828 12,220 11,550 10,008 8,149 7,143 5,924 5,223 5,551

6,313 6,313 6,313 6,313 6,313 6,313 6,313 6,313 6,313 6,313

6,033 7,496 8,638 9,326 10,670 11,930 13,194 14,464 15,841 17,292

12,346 13,809 14,951 15,639 16,983 18,243 19,507 20,777 22,154 23,605

26,344 26,637 27,171 27,189 26,992 26,392 26,650 26,700 27,377 29,156負債＋資本

繰延収益

負債合計

資本金

剰余金

資本合計

固定資産

資産合計

固定負債

流動負債

年度

区分
R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

 
 

※試算条件 

・ 投資計画及び財政計画については、施設整備・修繕計画、ＦＩＴ収入等から見積も

ったものであり、将来の投資額、収支を確定したものではありません。 

・ 営業収益については、年間目標電力量と現行売電単価から算定しています。なお、

水力発電について、ＦＩＴ期間終了後の単価は、日本卸電力取引所の平均約定価格等

を参考に 12.2円/kWhで試算しています。 

・ 風力発電及び太陽光発電については、ＦＩＴ期間終了後のあり方を検討中のため、

便宜上、ＦＩＴ期間終了までの運転を見込んでいます。 

・ 端数調整により、合計と一致しない場合があります。 

 

 

※40 


